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はじめに
　今なら「送料無料」という表示を見て購入したものの、それが適用されるのは 5000 円以上の購入

であったといった経験はないだろうか。このようなことが起こるのは、「送料無料」が大きな文字で

書かれ、広告内で目立つように配置されているのに対して、それに関連した条件や制約は、広告の端

に小さく目立たないように書かれていることに起因することが多い。前者は、企業が広告で訴求した

い内容であることから「強調表示」、後者はそれらに条件や制約があるという意味で「打消し表示」

と呼ばれており、これらがない広告を探すのが困難なほど、一般的な表示方法として浸透している。

　後述するように、打消し表示といっても、強調表示の内容に対してどのような制約が加えられてい

るのかによって様々なタイプがある。その中で本研究が焦点を当てているのが、「体験談型」と呼ば

れている打消し表示であり、機能性表示食品や化粧品などの広告に使用されることが多い。具体的に

は、「個人の感想です」「効果には個人差があります」といった表現が用いられ、当該製品の使用経験、

すなわち「お客様の声」とともに提示されるのが一般的である。

　消費者庁がまとめた『打消し表示に関する実態報告書（2017 年 7 月公表）』には、この体験談型の

打消し表示に関する興味深い結果が記されている。通常、打消し表示の存在に気がついた消費者は、

強調表示の内容自体に例外があることを改めて認識するものの、体験談型に限っては、そういった状

況が確認されなかったのである。すなわち、「個人の感想です」「効果には個人差があります」といっ

た打消し表示では、体験談と同様の効果を得られる人がいるという認識や自分にも同じような効果が

得られるという認識の変化にほとんど影響を与えないということを意味している。

　消費者庁は、こうした状況が広告内容の誤認や消費者の合理的な選択を阻害するとして、体験談型

の打消し表示のあり方に警鐘を鳴らしている。「個人の感想です」という表示だけでは、もはや免罪

符にならず（日本経済新聞 2018 年 4 月 23 日）、当該製品の効果や効能を測定した被験者の数やプロ

フィール、そのうち体験談と同じ効果が得られた被験者と得られなかった被験者の割合を具体的に明

示すべきであるとの見解を表明するに至っている。

　本研究は、打消し表示を認識した後でも、強調表示である体験談が信頼されるというこの現象に着

目し、なぜ消費者がそうした考えに至るのか、その心理プロセスを解明する視座を提示する。これら

を明らかにすることによって、体験談型の打消し表示のあり方に示唆を与えることを目指すものであ

る。

1．「体験談型」の打消し表示
1−1．打消し表示の類型

　打消し表示は、強調表示にいかなる条件や制約を付与するかによって、以下の7つに大別される（消

費者庁, 2017）。
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　例外型　　：例外（別条件型及び追加料金型に係るものを除く）がある旨の注意書き

　体験談型　：体験談に関する注意書き

　別条件型　：何らかの別の条件が必要である旨を述べる注意書き

　非保証型　：�（体験談を記述せずに）効果、性能等には個人差がある旨や、効果、性能等を保証す

るものではない旨を述べる注意書き

　変更可能型：予告なく変更する可能性がある旨を述べる注意書き

　追加料金型：強調表示で示した代金以外の金銭が追加で必要になる旨を述べる注意書き

　試験条件型：一定の条件下での試験結果、理論上の数値等である旨を述べる注意書き

　消費者庁によって収集された約 500 点の表示物をこれら 7 つに類型化したところ図表 1 のような結

果が得られた。本研究が焦点を当てている「体験談型」は全体の 22.9％を占め、「例外型」の 29.8％

に次いで 2 番目に多かった。3 番目に多い「別条件型（14.6％）」を合わせると全体の約 70％となる

ことから、これら 3 つが打消し表示の典型的な表示方法であることがわかる。このことから、残りの

打消し表示と比べて消費者が「体験談型」の打消し表示に接触する機会は比較的多く、見慣れた表示

方法であることが想定される。

図表 1　打消し表示のメディア別の類型

全体
（493 人）

新聞広告
（153 人）

動画広告
（117 人）

Web 広告
（PC）

（113 人）

Web 広告
（スマートフォン）

（110 人）

例外型 29.8％ 27.5％ 29.9％ 31.9％ 30.9％

体験談型 22.9％ 34.6％ 12.0％ 16.8％ 24.5％

別条件型 14.6％ 11.1％ 17.9％ 12.4％ 18.2％

非保証型 9.9％ 5.2％ 10.3％ 14.2％ 11.8％

変更可能性型 8.3％ 9.2％ 12.0％ 9.7％ 1.8％

追加料金型 8.1％ 4.6％ 9.4％ 9.7％ 10.0％

試験条件型 4.3％ 5.9％ 3.4％ 5.3％ 1.8％

その他 2.0％ 2.0％ 5.1％ 0.0％ 0.9％

出典：大元（2017）、p. 40 をもとに作成

　また、メディア別では「体験談型」の打消し表示が新聞広告に多く見られるという特徴を読みとる

こともできる（34.6％）。Web 広告（スマートフォン）においても、全体の 24.5％を「体験談型」が

占めており、従来の主要メディアだけでなく、インターネット広告においても広く展開されていると

いえるであろう。
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1− 2．「体験談型」の打消し表示の影響

　消費者庁は、「体験談型」の打消し表示に対する注目の程度、広告内容の理解にどのような影響を

及ぼすのかについて明らかにすべく、1000 人を対象とした調査を 2017 年 3 月に実施した。調査に用

いられたのは、架空ブランドのダイエット・サプリメントに関する広告であった（付属資料参照）。「あ

きらめていた服が入った　鏡を見るのが楽しくなりました（千葉県 50 代女性）」など、4 名の体験談

を強調表示として配置し、「＊個人の感想です。効果には個人差があります」という打消し表示を広

告の端に配置したものが使用された。

　調査結果は、大半の消費者が打消し表示の存在自体を認識していない、あるいは認識しようとする

動機が欠如している状態にあることを示していた。被験者全体の 90.3％がこの打消し表示に気がつか

ず、また、ダイエット・サプリメントに興味や関心がある被験者に限ってみても 86.7％が打消し表示

を見落としていた。

　また、広告内容の理解について、このサプリメントの効果に対する被験者の考えを「体験談と同様

の効果が得られる人がいる」、「大体の人が効果が得られる」、「自分に効果がある」の 3 つの観点から

整理したものが図表 2 である。図表 2 からは、以下の 2 点を指摘することができるだろう。第 1 に、

利用者の体験談を掲載することは、サプリメントの効果を伝達する上で非常に有用である。実際、体

験談を視認した被験者は、体験談以外の別の情報（例：商品パッケージ、脂肪に働きかける 3 つのポ

イントという文字）を視認した被験者と比較して、自分だけでなく自分以外の利用者一般にも広くダ

イエット効果があると考える被験者が多かった。第 2 に、打消し表示の存在に気がついた被験者は、

それに気がつかなかった被験者に比べて、強調表示である体験談の内容を過大評価しない傾向にあ

る。たとえば、「体験談と同様の効果が得られる人がいる」と考える人の割合は、打消し表示に気が

ついた被験者が 43.3％、気がつかなかった被験者が 55.0％であり、両グループの間には 11.7％の差が

見られた。同様に、「自分に効果がある」の場合は、それぞれ 28.4％、41.5％となっており、13.1％も

の開きがあった。

図表 2　ダイエット効果に関する認識

体験談に
気づいた
被験者

体験談に
気づかな
かった被

験者

体験談に気づい
たが打消し表示
に気づかなかっ

た被験者

体験談と打消し
表示に気づいた

被験者

（443 人） （369 人） （74 人） （557 人）

体験談と同じような効果が得られる人がいる 53.0％ 55.0％ 43.3％ 24.4％

大体の人が効果が得られる 42.2％ 42.8％ 39.3％ 20.3％

自分に効果がある 39.3％ 41.5％ 28.4％ 13.8％

出典：大元（2017）、pp. 124-134 をもとに作成
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　この結果は、強調表示が示している効果に疑いを持つという意味で、打消し表示が適切に機能して

いるかのように捉えることができる。しかしながら、これらは打消し表示に気がついた被験者と気が

つかなかった被験者、すなわち異なる被験者群を比較したものである。4 つの体験談のうち、どの体

験談に気がついたのかという点は統制されていないため、打消し表示によって何が打消されたのかに

はばらつきがあり、これらを単純に比較することは誤った結論を導きかねない。

　そこで、体験談に気がついたものの打消し表示には気がつかなかった被験者 369 名だけを対象とし

て追加の質問がなされた。具体的には、打消し表示の部分を赤枠で囲み、被験者が打消し表示を認識

できるようにした上で、再度、ダイエット効果に関する質問を行ったのである。その結果が図表 3 に

まとめられている。

図表 3　ダイエット効果の認識に対する打消し表示の影響

打消し表示に
気づく前

（369 人）

打消し表示に
気がついた後
（369 人）

体験談と同じような効果が得られる人がいる 55.0％ 48.8％

大体の人が効果が得られる 42.8％ 36.6％

自分に効果がある 41.5％ 35.2％

出典：大元（2017）、pp. 124-134 をもとに作成

　図表 3 からは、打消し表示に気がつく前と気がついた後で、ダイエット効果に関する認識が大きく

変化しないことがわかる。たとえば、「体験談と同じような効果が得られる人がいる」と考える被験

者は 55.5％から 48.8％となっており、その差はわずか 6.2％であった。同様に、「自分に効果がある」

と考える被験者も 6.3％の差しかなかった。

　打消し表示に気がつく前も気がついた後も、「自分に効果がある」と回答した 106 名に対してその

理由を聞いたところ、もっとも多かったのが「効果に個人差があるのは当然のことだと思うから

（67.9％）」、次いで「このような注釈はよくあるもので、さほど意味のある情報ではないと思うから

（26.4％）」であった。

　通常、打消し表示に気が付いた消費者は、強調表示の内容に疑念を持ち、その認識を改めようとす

るものである。しかしながら、体験談型のケースでは、「個人の感想です」といった打消し表示を認

識したとしても、ダイエット効果に対する認識が大きく変容することはほとんどなく、強調表示の内

容をある程度そのまま受け入れる消費者が多いということが明らかになった。すなわち、そこからは、

効果には個人差があるということを全面的に受け入れながらも、自分にも効果があるかもしれないと

考えている消費者像が浮かび上がってくる。
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2．テスティモニアル広告
　なぜ消費者は、語られた体験談に疑いを感じながらも、自分にも効果があるかもしれないと考える

ようになるのだろうか。本章では、テスティモニアル広告に関する先行研究を概観し、その要因につ

いて検討していくことにする。

2− 1．テスティモニアル広告に対する信頼性

　これまで見てきたような一般消費者の体験談が内包される広告は、テスティモニアル広告と呼ばれ

る。テスティモニアル広告とは、製品やサービスの利用者が自身の経験をふまえて、当該製品やサー

ビスを称賛し、その特徴やベネフィットを説得的に説明する広告全般を指す（Belch and Belch, 

2004）。「お客様の声」や「体験談」など当該製品やサービスを利用した感想を語ったものであり、利

用されるメディアによっては、それらを使用する前と後を比較した写真や映像（例：痩せた写真、肌

質が改善した映像）がこれに追加される場合もある。

　テスティモニアル広告に起用されるのは、当該製品やサービスを利用した一般消費者 1 である。一

般消費者が体験談を語る広告は、有名人（celebrity）や専門家（expert）といったエンドーサーが推

奨する広告よりも、当該製品に対して形成される購買意図は低いと言われてきた（Friedman, 

Termini, and Washington, 1976）。

　しかし、40 年以上も前のこの研究成果は、現代の消費者の傾向を反映しているとは言い難い

（Chang, 2011）。近年の SNS の発展やそれに伴って発信される一般消費者からの情報が、探索から購

買に至るまでの消費者行動のあらゆる側面に影響を与えているのは周知のとおりである。一般消費者

のクチコミやレビューが購買に対して強い影響を与えているのと同じように、企業に対して中立的な

立場にある一般消費者が情報を発信しているという点で、テスティモニアル広告における体験談は、

そこで語られる情報それ自体に高い信頼性が寄せられる傾向がある（北野, 2017）。

　とりわけこの傾向は、体験談の発信者とターゲットである受信者の間に類似性がある場合に強くな

る（Sternthal, Phillips, and Dholakia, 1978; Feick and Higie, 1992; Price, Feick, and Higie, 1989; cf. 

Simons, Berkowitz, and Moyer, 1970）。体験談を語っている人物が、自身と同じ性別や近しい年齢で

あったり、同じ悩みや問題を有していたりする場合には、発信者が語る体験談に強い影響を受けるこ

とが知られている（Turner, 1991）。たとえば、Feick and Higie（1992）は、学歴や職業などが類似

した人物によるテスティモニアルの方が、類似していない人物のテスティモニアルよりも、対象に対

する態度や購買意図の形成に強い影響を与えるということを明らかにしている。特にこの傾向は、レ

ストラン、美容室、ナイト・クラブなど、消費者によって重視する評価基準が異なり、評価に違いが

生じるようなサービスでは顕著であった。逆説的にいえば、類似した人物ならば評価基準も同じであ

ろうという考えがその背後に働いているといえるだろう。

　なぜ消費者は類似した人物の経験談に影響を受けやすいのだろうか。その理由は、体験談が、その

製品を使用することでどのような効果が得られるのかに関して、ある種のリアリティ（現実性）を提

供するためである。テスティモニアル広告は、当該製品やサービスを利用すれば、将来、どのような
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変化が生じるのか、そして、いかなる成果が得られるのかを容易にイメージさせることができる

（Appiah, 2007; Shimp, Wood, and Smarandescu, 2007; Walker, et al., 2009）。そのため、体験談の発

信者との類似性は、当該製品が自分にとって良い製品かどうか、あるいは誤った選択にならないかど

うかといった点を判断する際の重要な診断的指標になるのである（Chang, 2011）。体験談を語る発信

者は、いわば鏡に写った等身大の自分のようなものである。消費者は、自分と似た人物の体験談を擬

似体験することによって、自分にも同じような効果や効能がもたらされると判断するに至るのである。

　以上のような特徴を考慮すると、テスティモニアル広告は、ターゲットである受信者を説得するう

えで非常に有用なコミュニケーション手段として位置づけることができるであろう（Martin, 

Wentzel and Tomczak, 2008; Wu and Shaffer, 1987）。

2− 2．テスティモニアル広告と欺瞞性認知

　テスティモニアル広告は、説得的なコミュニケーション手段として極めて効果的であるという研究

が存在する一方で、これとは対置される研究も存在する。たとえば、大谷（2005; 2012）は、個人的

な体験談とはいえ、広告である以上、そこには製品提供者の介在があることを指摘している。つまり、

広告に掲載される体験談の内容は、製品提供者が取捨選択しており、当該製品を称賛するものに限定

されている。このことによって、テスティモニアル広告を目にする消費者の中には、前提として「胡

散臭さ」を感じる人も少なくない（大谷, 2005; 2012）。広告で語られている体験談が実際のところ本

当かどうかは確信できず、何となく嘘っぽいと感じているのである。

　このように、対象に対して感じる「胡散臭さ」や「嘘っぽさ」を「欺瞞性（deceptive）」、これら

を感じていることを「欺瞞性認知」2 と呼び（村井, 2005）、心理学、生理学、犯罪学など多岐にわた

る学問領域で研究が行われてきた。嘘をつくときの言語的手がかりや非言語的手がかりの解明（例：

視線回避、緊張した様子、一貫性のない発言など）、虚偽検出器（ポリグラフ）による生理指標の測

定（例：血圧、呼吸）などがこれにあたる（Vrij, 2008; 邦訳：太幡・佐藤・菊池, 2016）。

　消費者行動やマーケティングの研究領域においては、説得的コミュニケーションの文脈において研

究が蓄積されている。市場における説得は必ずしも欺瞞を含むとは限らないが、市場における欺瞞は

すべて説得のために行われるからである（Boush, Friestad, and Wright, 2009; 邦訳：安藤・今井, 

2011 年, p. 15）。

　欺瞞的説得に関する先行研究において、導き出された知見のひとつは、欺瞞性を含んだ広告が、そ

の欺瞞に気がつかない場合、消費者に誤ったあるいは不適切な信念を形成させるということである

（Armstrong and Russ, 1975; Gardner, 1975; Jacoby and Small, 1975; Olson and Dover, 1978）。たと

えば、欺瞞性を含んだ広告とは、「〇〇を使い続ければ、シミもシワも消える」「食べるだけで、〇〇

予防」など、科学的根拠や裏付けもないまま、魅力的な表示ばかりを並べた広告を指す。消費者がこ

の表示を信頼すれば、広告内容を誤認する可能性は高くなる。誤認したのちに形成された信念は、欺

瞞を認知しないまま形成された誤った不適切な信念である。仮に、これにしたがって購入が行われた

場合には、その後、トラブルに発展する可能性があることも容易に想像できる。
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　これらは、基本的に消費者が広告内の欺瞞を認知していない状況を想定し、その後の消費者を対象

とした研究であるが、その一方で、広告内の欺瞞を認知した状況を想定した研究もある。Darke and 

Ritchie（2007）によれば、こうした消費者は、その広告に対してネガティブな態度を形成するだけ

でなく、防衛的な姿勢を持つようになる。この防衛的姿勢は、広告全般に対する不信感を生じさせ、

欺瞞を感じた広告のみならず、やがては、それ以外の広告も信頼しなくなることを指摘している

（Darke and Ritchie, 2007）。こうしたことが起こるのは、防衛的な消費者が、広告やマーケティング

一般に関するネガティブなステレオタイプを活性化させるためである（Darke and Ritchie, 2007, 

p.114）。

　このように、欺瞞性を含んだ広告に対する消費者の反応には、2 つのタイプが確認できる。広告に

対する信頼性という観点からみれば、これらは、いわば両極に位置づけられる反応である。一方は、

欺瞞性認知が低く、広告の体験談を強く信頼している状態にあり、これらを利用すれば同様の効果が

自分も得られると考える傾向にある。これに対して、広告の中に欺瞞を感知し、欺瞞性認知を高めた

消費者は、防衛的な姿勢をとるとともに、広告に対する信頼を大きく低下させる。広告の中で語られ

る体験談は、製品提供者によって操作されたものであり、真実とは程遠いと考えるのである。

　欺瞞性認知という観点からいえば、本研究が焦点を当てている消費者は、このスペクトラムの中間

に位置づけられる消費者だといえるであろう。すなわち、広告に対しては「半信半疑」の状態にあり、

語られた体験談には疑いを感じながらも、効果・効能を得られることに対する期待が持続している消

費者を仮定すべきである。

3．同列的反論と非同列的反論
　なぜ、体験談に疑いをもちつつも、効果・効能に対する期待を持ち続けることができるのかという

点を明らかにするためには、体験談を見て最初に作られた信念が、「個人の感想です。効果には個人

差があります。」といった打消し表示によって、どのように変化するのかを捉える理論的枠組みが必

要である。ここでは、「同列的反論（aligned refutation）」に注目し、議論を進めていくことにする。

3− 1．欺瞞的説得に対する2つの反論

　「同列的反論」を説明するうえで、Johar and Roggeveen（2007）は、レンタカー会社の以下のよ

うな広告内容を例としてあげている。

　ある広告の中で「Avis 社は衝突損害保険を提供しています
4 4 4 4 4

」と表明していたとしよう。この場合

の「同列的反論」は、「Avis 社は衝突損害保険を提供していません
4 4 4 4 4 4

」という直接的な反論として表現

される。もともとの主張を明示的かつ直接的に否定しているため、これを目にした消費者は、Avis

社の最初の主張（損害保険を提供している）が嘘であることを確信する。

　一方、「非同列的反論」は、最初の主張を曖昧にし、消費者が推論できる余地を残す方法をとる。

たとえば、「すべてのレンタカー会社は衝突損害保険を提供しています。Avis 社はレンタカー会社で

す」と表現されている場合、消費者がこの主張の真意をどのように捉えるのかを考えてみれば良い。
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おそらく消費者は、「Avis 社はレンタカー会社であるため、衝突損害保険を提供しているに違いない」

と推論するであろう。しかし、この主張には、Avis 社が衝突損害保険を提供しているとは明記され

ていない。そればかりか、実際のところ、衝突損害保険を提供していても、していなくても、どちら

にも解釈可能な表現となっている。つまり、最初の主張で曖昧な表現を利用することによって、この

主張の真偽を消費者に委ねているともいえるだろう。この場合、「Avis 社は衝突損害保険を提供して

いません」という反論がなされても、それによって否定されるのは、消費者自身が自ら推論し導き出

した「Avis 社は衝突損害保険を提供しているに違いない」であって、「すべてのレンタカー会社は衝

突損害保険を提供しています。Avis 社はレンタカー会社です」という最初の主張ではない。

　すなわち、このタイプの反論は、広告主が明示的に記していない主張、すなわち消費者が自ら辿り

着いた考えを否定するものである。そのため、消費者は後に追加されたこの新しい主張（衝突損害保

険を提供していない）が妥当か否かに疑いをもちつつ、最初に形成された自身の考えを守ろうといっ

たメタ認知的処理を行う可能性がある。このような場合、消費者は事前の誤った考えを強化するよう

な支持的論拠にアクセスしたり、後から示される妥当な反論に容易に反駁してしまうことになるだろ

う（Boush, Friestad, and Wright, 2009; 邦訳：安藤・今井, 2011, p. 146）。このことが示唆しているの

は、非同列的反論の方が同列的反論よりも、一度、形成された信念は揺るぎにくいということである。

3− 2．「体験談型」の打消し表示がもたらすもの

　前項では、同列的反論および非同列的反論という 2 つのタイプの反論について言及した。また、最

初に形成された信念に固執するのは、非同列的反論の場合であることも明らかになった。この非同列

的反論は、広告の中で語られる体験談とそれに制約を付与する打消し表示の関係を説明するうえで、

極めて重要な視点である。

　前章において見てきたように、テスティモニアル広告における体験談は、それ自体、曖昧さを残す

ものであり、消費者がその表示内容から推論を行うような表現がなされている。たとえば、「お腹周

りがスッキリした」「カロリーを気にせず食べられる」「あきらめていた服が入った」といった表現 3

（付属資料参照）は、消費者にこの製品を使用することでダイエット効果が期待できると推論させる

だろう。

　これに対して、「個人の感想です。効果には個人差があります」という打消し表示が明記され、仮

に消費者がこれを認知したとしても、打消し表示が否定する（打消す）のは、消費者自らが導き出し

た「ダイエット効果が期待できる」という推論に他ならない。すなわち、体験談型の打消し表示は、

非同列的反論を用いた広告表現であるといえる。この場合、広告によって形成された誤った信念を修

正することは容易ではなく（Johar and Roggeveen, 2007）、最初に形成されたダイエット効果が期待

できるという信念に消費者は固執していくと考えられる。

　また、この状況は、体験談に対する信頼性の高さと相まって、さらに強化されることが想定される。

冒頭で述べたように、テスティモニアル広告は、機能性表示食品や化粧品など、健康上の不安や容姿

の悩みがその根底にあるという点も少なからず影響しているであろう。こうした問題を抱える消費者
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は、希望（hope）と解決策（solution）を提供するようなコミュニケーションに注意を払う傾向が強

いということが指摘されている（Kemp, Min, and Joint, 2015）。テスティモニアル広告に見られる体

験談は、その両方を提示しており、健康や美容に関連した製品カテゴリーにおいては、極めて説得的

な情報を提示しているといえるのである。

　以上の点を考慮すれば、体験談型の打消し表示を認知した後であっても、当該製品に対する効果の

認識に変化が生じない理由として、以下の 2 点をあげることができる。第 1 に、体験談型の打消し表

示は、非同列的反論が展開されている広告表現であるという点である。先行研究によって示されてい

たように、打消し表示の存在は、体験談を認知することで形成された最初の信念を消費者自らが否定

することを妨害するのである。第 2 に、体験談それ自体が強い説得力を有しているという点である。

これまでに見てきたように、体験談を語る人物が企業の関係者ではなく一般消費者であるという点

や、そこで伝えられるメッセージに希望や解決策が含まれている点は、広告に対する高い信頼性を形

成することになるのである。

4．結論：「体験談型」の打消し表示の今後の方向性
　本研究では、体験談型の打消し表示に関する消費者庁（2017）の見解を端緒として、なぜ打消し表

示を認識したあとでも、当該製品が広く一般の人々はもとより、自分にも効果があると考えるのかに

ついて、その理由を検討してきた。図表 4 は、これまでの議論を整理したものである。これを基礎と

して、体験談型の打消し表示に対する消費者の捉え方を総括し、今後のあり方に関する示唆を提言し

ていくことにする。

図表 4　体験談型の打消し表示に対する消費者の心理プロセス

体験談の発信者
との類似性

体験談に対する
信頼性 当該製品の効果

リアリティ
（現実性）

打消し表示の
認知

非同列的反論

購買意図

欺瞞性認知

希望

　テスティモニアル広告をみた消費者が、広告内の体験談を信頼し、自身も同じような効果が得られ

ると認識するのは、体験談の発信者との間に類似性がある場合であった。自身と似ている人物の体験
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談は、希望とリアリティ（現実性）を伴って、体験談に対する信頼性をより一層高めていくのである。

　このとき、体験談をどの程度信頼するのかは、広告に対する欺瞞性認知の程度によって規定される。

欺瞞性認知が高い消費者は、体験談を懐疑的に捉えるようになり、広告内の人物と自分自身を同一視

しない傾向にある。一方、欺瞞性認知が低い消費者は、体験談を信頼し、体験談どおりの効果を期待

して、当該製品やサービスの購買意図を高める。その際、体験談の内容を過度に信頼して誤った選択

がなされないように、消費者保護という点から推奨されているのが打消し表示なのである。「個人の

感想です。効果には個人差があります」といった打消し表示を認知した消費者は、強調表示である体

験談の内容を再認識し、すべての消費者に同一の効果があるわけでないということを認識するように

なるはずである。

　しかし、消費者庁の調査において、打消し表示を認識していたのは 10％もおらず、残りの 90％は

打消し表示を見落としていた。この中には、小さい文字の大きさ、短い表示時間、強調表示から離れ

た表示場所といった物理的に消費者が打消し表示を認識できないケースだけでなく、広告内の情報量

の多さから処理しきれないケースやそもそも情報処理を行う動機自体が低いケースなど様々な消費者

がいることが想定できる（土橋, 2019）。こうした消費者に対しては、これまで消費者庁が行ってきた

ように、打消し表示の存在を消費者に周知させるとともに、広告主に対しては打消し表示を消費者が

認識できるような表示方法や表示内容に変更するよう指導していくことが引き続き必要になってくる

であろう。

　しかし、本研究は打消し表示を消費者に認識させるだけでは不十分であるという点を示唆してい

る。これまで見てきたように、打消し表示を認識した後に、自身への効果を疑問視する消費者と、疑

問視しつつも、なお信頼し続ける消費者が存在する。特に後者のような消費者を説明する要因として、

本研究ではテスティモニアル広告が有する説得力の強さと非同一的反論をあげて検討してきた。しか

しながら、これは前者のような消費者を説明できるものではない。彼らは、打消し表示の存在によっ

て、最初に作られた信念を修正し、この製品には効果がない可能性があると認識を改めた消費者だか

らである。同一の広告でありながら異なった反応をする消費者の存在を前提としつつ、効果的な打消

し表示のあり方を指導していくためには、非同列的反論の広告表現において、いかなる時に事前の信

念に固執したり、自身の推論への否定を躊躇したりするのかという点についてさらに検討を重ねてい

く必要があると思われる。事前の信念に固執することは「信念固執効果」として原因帰属の分野で研

究が展開されており、消費者が広告を解釈するときに感じるこうした認知バイアスがそれを解く鍵と

なるに違いない。
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付属資料　消費者庁の調査に使用された広告表示物

打消し表示 （注）Webアンケート時は赤枠囲みはなし
出典：大元慎二 編著（2017）、『打消し表示の実態と景品表示法の考え方：調査報告書と要点解説』、商事法務、p.245

注
	 1	 テスティモニアル広告と類似した広告として、有名人（celebrity）や専門家（expert）をエンドーサー（推

奨者）としたエンドースメント広告というものがある（e.g. Biswas, Biswas, and Das, 2006; Friedman, 
Termini, and Washington, 1976）。近年では、有名人が自身の体験談を語る広告も存在することから、テ
スティモニアル広告とエンドースメント広告を厳密に分けて議論することは難しいと考えられる。しか
しながら、エンドーサーが企業やその製品やサービスを推奨するとき、そのメッセージは必ずしも彼ら
の個人的な経験に基づいたものでなくても良いとされていることから（Belch and Belch, 2004）、本研究
では一般消費者を起用するテスティモニアル広告とエンドースメント広告は異なるものとして扱う。

	 2	 欺瞞性認知の類似概念には、「操作的意図（manipulative intent）の推論」がある（大工・釘原, 2015）。
これは、「広告主が不適切、不公平、または操作的な方法で説得を行おうとしていると、消費者が推論す
ること」と定義される（Campbell, 1995, p.228）。

	 3	 健康食品には、国の制度に基づきパッケージに機能性を表示することができる「保健機能食品」（特定保
健用食品・栄養機能食品・機能性表示食品）とそうした機能性を表示することができない「その他健康
食品」（サプリメント・栄養補助食品・健康補助食品・自然食品）がある。両者はいずれも食品であり、
医薬品（医薬部外品を含む）ではないため、機能性を表示することが許されている「保健機能食品」であっ
ても、「治る」などの効果を表示することは法律上規制されている（消費者庁, 2019）。
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